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裁決書

審査請求人が令和４年７月１３日付けで提起した処分庁による国民健康保険税特別徴収

額決定通知書に関する処分に係る審査請求について、次のとおり裁決する。

主文

本件審査請求を棄却する。

事案の概要

本件は、処分庁が審査請求人に対して令和４年７月７日付で行った国民健康保険税特別

徴収額決定通知書に関する処分（以下「本件処分」という。）に対し、審査請求人が「令

和４年国民健康保険税特別徴収額の仮徴収額と本徴収額の差があまりに大きすぎるので生

活ができないため、標準化を求める。」として、処分の取消しを求める事案である。

事実関係

１ 関係法令等の定め（本件処分に係る根拠法令等）

和光市国民健康保険税条例（昭和３５年条例第５号）第１４条第１項は、「当該年度

の初日において、国民健康保険税の納税義務者が老齢等年金給付（地方税法施行令（昭

和２５年政令第２４５号）第５６条の８９の２第１項及び第２項に規定する老齢等年金

給付をいう。以下同じ。）の支払を受けている年齢６５歳以上の国民健康保険の被保険

者である世帯主（災害その他の特別の事情があることにより、特別徴収の方法によつて

国民健康保険税を徴収することが著しく困難であると認めるものその他同条に規定する

ものを除く。以下「特別徴収対象被保険者」という。）である場合においては、当該世

帯主に対して課する国民健康保険税を特別徴収の方法によつて徴収する。」と、同条例

第１８条第１項は、「当該年度の初日の属する年の前年の１０月１日からその翌年の３

月３１日までの間における特別徴収対象年金給付の支払の際、支払回数割保険税額を徴

収されていた特別徴収対象被保険者について、当該支払回数割保険税額の徴収に係る特

別徴収対象年金給付が当該年度の初日からその日の属する年の９月３０日までの間にお

いて支払われる場合においては、その支払に係る国民健康保険税額として、地方税法施

行規則（昭和２９年総理府令第２３号）第２４条の３６に規定する額を、特別徴収の方

法によつて徴収する。」と、同条第２項は、「前項に規定する特別徴収対象被保険者に
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ついて、当該年度の初日の属する年の６月１日から９月３０日までの間において、支払

回数割保険税額に相当する額を徴収することが適当でない特別な事情がある場合におい

ては、同項の規定にかかわらず、それぞれの支払に係る国民健康保険税額として、所得

の状況その他の事情を勘案して市長が定める額を、特別徴収の方法によつて徴収するこ

とができる。」と規定する。

また、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第７１８条の３第１項は、「市町村は、

第７０６条第２項の規定により特別徴収の方法によつて特別徴収対象被保険者に対して

課する国民健康保険税を徴収しようとする場合においては、当該国民健康保険税を特別

徴収の方法によつて徴収する旨、当該特別徴収対象被保険者に係る支払回数割保険税額

その他総務省令で定める事項を、当該年金保険者に対しては当該年度の初日の属する年

の７月３１日（政令で定める年金保険者については、政令で定める日）までに、当該特

別徴収対象被保険者に対しては当該年の９月３０日までに通知しなければならない。」

と、同法第７１８条の７第１項は、「市町村は、当該年度の初日の属する年の前年の１

０月１日からその翌年の３月３１日までの間における特別徴収対象年金給付の支払の際、

第７０６条第２項及び第３項の規定により第７１８条の３第２項（前条において準用す

る場合を含む。）に規定する支払回数割保険税額を徴収されていた特別徴収対象被保険

者について、当該支払回数割保険税額の徴収に係る特別徴収対象年金給付が当該年度の

初日からその日の属する年の９月３０日までの間において支払われる場合においては、

その支払に係る国民健康保険税額として、当該支払回数割保険税額に相当する額を、総

務省令で定めるところにより、特別徴収の方法によつて徴収するものとする。」と規定

する。

さらに、地方税法施行規則第２４条の３６は、「法第７１８条の７第１項に規定する

支払回数割保険税額に相当する額は、当該年度の前年度の最後に行われた特別徴収対象

年金給付の支払に係る支払回数割保険税額とする。」と規定する。

２ 処分の内容及び理由

処分庁においては、和光市国民健康保険税条例第１４条の規定により審査請求人の令

和４年度国民健康保険税を特別徴収の方法によって徴収することを決定するとともに、

地方税法第７１８条の３の規定により当該国民健康保険税を特別徴収の方法によって徴

収する旨、支払回数割保険税額等を令和４年７月７日付国民健康保険税特別徴収額決定

通知書により審査請求人に通知したものである。また、支払回数割保険税額については、

同法第７１８条の７第１項及び地方税法施行規則第２４条の３６の規定により、令和３

年１０月１日から令和４年３月３１日までの間の最後に行われた特別徴収対象年金給付

の支払に係る支払回数割保険税額を令和４年４月１日から同年９月３０日までの間の支
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払回数割保険税額として決定し、審査請求人に対して本件処分を行った。

３ 審理員による審理手続及び調査審議の経過

令和４年７月１３日、審査請求人は、行政不服審査法第２条に基づいて、同年７月７

日に処分庁によって行われた本件処分に対する審査請求を行った。

同年７月１９日、審理員が指名された。

同年８月１２日、処分庁より弁明書が提出された。

同年９月７日、審査請求人より反論書が提出された。

同年１０月３１日、口頭意見陳述が実施された。

同年１２月１３日、審理員より審理員意見書が提出された。

同月２３日、審査会に諮問した。

令和５年１月２５日、審査会において審議が行われた。

同年２月２１日、審査会において審議が行われた。

審理関係人の主張の要旨

１ 審査請求人の主張

審査請求人の主張は、本件処分について、

⑴ 審査請求書による主張

ア 令和４年国民健康保険税特別徴収額の仮徴収額と本徴収額の差があまりに大きす

ぎるので生活ができないため、標準化を求める。例えば、介護保険のように。

⑵ 反論書による主張

ア 弁明書記載事実の認否

(ア) 弁明書「第５ 関連する事実及び経緯」の「・令和４年４月１３日 文書回答

の内容について、再度窓口対応。」及び「・令和４年４月２０日 再度窓口対応

と行政相談報告内容について文書にて対象者に回答。」の記載は、事実がないた

め、否認する。

(イ) 弁明書「第５ 関連する事実及び経緯」の「・令和４年２月２８日 本件につ

いて窓口対応。」は、認める。

(ウ) 弁明書の記載事実のうち、(ア)及び(イ)以外は不知。
イ 弁明書の「第１ 審査請求人の趣旨に対する弁明」及び「第４ 結論」の記載は、

審査請求人の「国民健康保険税の徴収額の仮徴収額と本徴収額の差があまりに大き

すぎるので生活ができず標準化してほしい。例えば、介護保険のように」という要

望が達成されていないため、否認する。
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⑶ 口頭意見陳述による主張

ア 弁明書「第５ 関連する事実及び経緯」の「・令和４年４月２０日 再度窓口対

応と行政相談報告内容について文書にて対象者に回答。」の記載は、

まず、当該文書が郵送されたものであることから、「再度窓口対応と」とある

のは、その事実がないため、否認する。

次に、当該文書には行政相談報告内容に関する記載はなかったことから、「行政

相談報告内容について文書にて対象者に回答。」とあるのは、その事実がないため、

否認する。

イ 弁明書「第５ 関連する事実及び経緯」の「・令和４年４月１３日 文書回答の

内容について、再度窓口対応。」の記載は、当該文書回答（令和４年３月４日付け

文書回答）に対する窓口対応については、令和４年４月１３日の対応が初回であり、

再度の対応ではないため、否認する。

ウ 和光市国民健康保険税条例第１８条第２項に、市長は、徴収額が非常に高額にな

った場合には調整できるという規定がある。処分庁は、条例に規定のないシステム

の改修に関することを理由に当該調整を行っていないため、条例を遵守していない。

エ 国民健康保険法においては「介護保険法第１３４条から第１４１条の２までの

規定は、前条の規定により行う保険料の特別徴収について準用する。」と規定さ

れており、介護保険は保険料が平準化されているため、処分庁は国民健康保険の

保険料について、平準化を行わなければならない。

オ 処分庁は、国民健康保険税特別徴収額の暦年間の徴収額の差の平準化に要する

作業（以下「本件作業」という。）が定められた短い期間でしか行えないことを

理由に、本件作業が行えなかったと主張するが、審査請求人は令和４年２月２８

日に処分庁に対して本件要望について文書による回答を窓口で求めている。その

ため、処分庁は、本件作業を行うことができる期間があったのにもかかわらず、

本件作業を行わなかった。

⑷ 主張書面等による主張

ア 本件処分に係る口頭意見陳述の際、処分庁として課税課長が出席したことについ

て市長の委任状が提出されなかった。

２ 処分庁の主張の要旨

本件処分は、地方税法第７０６条並びに和光市国民健康保険税条例第１１条、第１４

条、第１８条及び第１９条に基づき、年金から特別徴収の方法により徴収を行っており、

国民健康保険税の納付額については、地方税法施行規則第２４条の３６及び和光市国民

健康保険税条例第１８条に基づき、当該年度の前年度の最後に行われた特別徴収対象年

金給付の支払に係る支払回数割保険税額で行っている。審査請求人の希望する平準化に
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ついては、２月に審査請求人の相談を受けた時点は、年金事務所に送付するデータを作

成できず、特別徴収の徴収額の調整を行うことができなかった。４月に相談を受けた時

点では、手作業により年金事務所に送付するデータを作成することが可能となったが、

この時点では６月分特別徴収の徴収額の変更には間に合わず、８月分の特別徴収の徴収

額の変更のみ可能であった。

なお、介護保険は、国民健康保健と比較して保険料の計算が軽易であり、当市におい

ては保険料徴収額の平準化を行う機能が優先的に実装されていた。また、介護保険に関

しては、法令において保険料の口座振替についての規定がなく、強制的に特別徴収とな

るため、国民健康保険とは制度上の違いもある。

論点整理

本件処分は、法令に基づいて行われたものであり、令和４年国民健康保険税特別徴収額

については、審査請求人も争っていない。本件処分における暦年間の徴収額の差について、

法令に照らして適当であるか、また、審査請求人が特別に不当な扱いを受けていなかった

かについて判断する必要がある。なお、審査請求人は、本件処分に係る口頭意見陳述の際

に、処分庁として課税課長が出席したことについて市長の委任状が提出されなかったこと

を主張しているため、口頭意見陳述が適正になされたかどうかについても判断する必要が

ある。

理由

１ 認定した事実

⑴ 地方税法施行規則第２４条の３６、地方税法第７１８条の７及び和光市国民健康保

険税条例第１８条第２項の規定により特別徴収対象年金給付の支払に係る支払回数割

保険税額の額を調整することができる一方、調整することが義務であるという規定は

ない。

⑵ 国民健康保険法施行令には、被保険者である世帯主から口座振替の方法により保険

料を納付する旨の申出があった場合に普通徴収の方法による徴収とすることができる

旨の規定がある一方、介護保険法施行令にはその規定がない。

⑶ 本件処分は、審査請求人からの口座振替の方法により保険料を納付する旨の申出が

あれば、普通徴収の方法による徴収に切り替えることにより一定の平準化を行うこと

が可能な状況においてなされたものである。

⑷ 和光市事務専決規則（平成１４年規則第３６号）別表第２の規定により国民健康保
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険税の賦課の決定に関する事項については課税課長が市長の権限の受任者とされてい

る。

２ 論点に対する判断

前記のとおり、和光市事務専決規則別表第２の規定により国民健康保険税の賦課の決

定に関する事項については課税課長が市長の権限の受任者とされていること、また、行

政不服審査法第３１条第２項に「全ての審理関係人を招集して」と規定されている趣旨

からすれば、申立人が発する審査請求に係る事件に関する質問に適切に回答し得る者が

出席する必要があることから、処分庁として課税課長及び担当職員が出席した本件処分

に係る口頭意見陳述は、適正になされたものといえる。

和光市国民健康保険税条例第１８条第１項は、「当該年度の初日の属する年の前年の

１０月１日からその翌年の３月３１日までの間における特別徴収対象年金給付の支払の

際、支払回数割保険税額を徴収されていた特別徴収対象被保険者について、当該支払回

数割保険税額の徴収に係る特別徴収対象年金給付が当該年度の初日からその日の属する

年の９月３０日までの間において支払われる場合においては、その支払に係る国民健康

保険税額として、地方税法施行規則第２４条の３６に規定する額を、特別徴収の方法に

よって徴収する。」旨定め、これを特別徴収の納付額の原則としつつ、同条第２項は、

「前項に規定する特別徴収対象被保険者について、当該年度の初日の属する年の６月１

日から９月３０日までの間において、支払回数割保険税額に相当する額を徴収すること

が適当でない特別な事情がある場合においては、同項の規定にかかわらず、それぞれの

支払に係る国民健康保険税額として、所得の状況その他の事情を勘案して市長が定める

額を、特別徴収の方法によって徴収することができる」旨定め、一定の場合に仮徴収額

の調整を行うことができることとしている。

もっとも、いかなる場合にいかなる方法で仮徴収額の調整を行うべきかについては、

被保険者の状況、国保連合会等の関係機関との連携、当該調整に要する費用等を総合的

に考慮し判断するものといえるから、同条第２項の仮徴収額の調整については、処分庁

に裁量権が認められているものというのが相当である。

本件処分は、その裁量権の範囲で行われたものであり、平準化を実施しなかったこと

が違法であると認めることはできない。

また、本件処分は、国民健康保険法施行令第２９条の１３第４号の規定により、被保

険者である世帯主からの口座振替の方法により保険料を納付する旨の申出があれば、普

通徴収の方法による徴収に切り替えることにより一定の平準化を行うことが可能な状況

においてなされたものである。審査会が確認したところによれば、普通徴収の方法によ

った場合、その切替時期によって平準化の内容は異なるものの、一定の平準化がなされ
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ることが認められた。

以上からすれば、本件処分は、その後被保険者である世帯主から申出をして普通徴収

に切り替えることにより一定の平準化を行うことも可能な状況においてなされたもので

あり、被保険者によって著しく不利益な方法ともいえないことから、本件処分を不当な

処分と認めることもできない。

結論

以上のとおり、本件審査請求には本件処分を取り消すべき違法性又は不当性の理由がな

いから、行政不服審査法第４５条第２項の規定により、主文のとおり裁決する。

令和５年２月２８日

審査庁 和光市長 柴﨑 光子

教示

この裁決の取消しの訴えは、この裁決があったことを知った日の翌日から起算して６

月以内に、和光市を被告として（訴訟において和光市を代表する者は和光市長となりま

す。）、提起することができます。ただし、この裁決があったことを知った日の翌日か

ら起算して６月以内であっても、この裁決の日の翌日から起算して１年を経過したとき

は、裁決の取消しの訴えを提起することができなくなります。


